
 

 

 

 

令和元年度一般会計２月補正予算（第６号）概要 
 

［一般会計］ （単位：百万円、％） 

区     分 予 算 額 
財   源   内   訳 

国 庫 県 債 その他 一 般 

令
和
元
年
度 

現 計 予 算 額  977,761 191,719 54,443 174,559 557,040 

補 正 予 算 額 （ 第 ６ 号 ） ▲7,388 6,190 843 ▲15,983 1,563 

補正後現計予算額（Ａ） 970,374 197,909 55,285 158,576 558,603 

平成 30 年度２月現計予算額（Ｂ） 968,235     

 
比 

較 

増減額（Ａ）－（Ｂ） 2,139 

 増減率(%) 0.2 

（注）精査の結果、計数に異同を生ずることがあります。 

   内訳は、四捨五入の関係で一致しない場合があります。 

 

 

 

〔予算編成の考え方〕 

・ 国の補正予算に対応して災害復旧や防災・減災、国土強靱化などの予算を措置した

ほか、県税等歳入の最終見込みや事業費の確定に伴う所要の整理等を実施 

 

〔主な事業〕 

・ 別紙のとおり 

 

〔一般財源の内訳〕              （単位：百万円） 

区     分 

令 和 元 年 度 

現計予算額 
補正予算額 

（第６号） 

補正後 

現計予算額 

県 税 等 (※1) 210,774 ▲12,225 198,549 

地 方 交 付 税 等 (※2) 284,208 1,993 286,201 

県 債 
臨時財政対策債 23,734 ▲421 23,313 

減 収 補 塡 債 － 5,585 5,585 

基 金 繰 入 金 11,437 3,900 15,337 

そ の 他 26,887 2,730 29,617 

計 557,040 1,563 558,603 

※1 県税等：「県税」「地方消費税清算金」「地方譲与税」の計 

※2 地方交付税等：「地方交付税」「地方特例交付金」の計 

（注）内訳は、四捨五入の関係で一致しない場合があります。 

令和２年２月 21 日 

総 務 部 財 政 課 

・東日本大震災津波関係分の補正額：11,377 百万円 

元年度の大震災津波関係予算の累計：286,848 百万円 

22 年度 7･8 号補正からの累計  ：3,743,389 百万円 

・通常分の補正額：🔺18,765 百万円 
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令和元年度一般会計２月補正予算（第６号）における主な事業 

（補正予算額：🔺18,765 百万円） 

１ 国の補正予算への対応事業  （補正予算額：28,690 百万円）                    

 (1) 災害からの復旧・復興と安全・安心の確保                       

  ・農村災害対策整備事業費（227百万円）【補正後現計 339百万円】〔農林水産部〕 

災害防除を推進する地域において、農業用施設や農村防災施設等の施設の整備に要する経費 

 

   ・農村地域防災減災事業費（323百万円）【補正後現計 1,314 百万円】〔農林水産部〕 

地域において効果的な防災・減災対策を講じるための農業用施設保全対策に要する経費 

 

   ・かんがい排水事業費（412 百万円）【補正後現計856百万円】〔農林水産部〕 

農業用水の安定的な確保や水利用・水管理の効率化・省力化を図るため、基幹的農業水利施設の整備

に要する経費 

 

   ・農道整備事業費（454百万円）【補正後現計 581百万円】〔農林水産部〕 

老朽化した農業用道路の点検診断・補強等の保全対策に要する経費 

 

   ・水産物供給基盤機能保全事業費（852 百万円）【補正後現計1,278 百万円】〔農林水産部〕 

漁港・漁場施設の長寿命化を図るための機能保全計画に基づく保全工事の実施に要する経費 

 

   ・道路環境改善事業費（1,784 百万円）【補正後現計 9,788 百万円】〔県土整備部〕 

道路の災害防除、交通安全施設整備、橋りょう補修などの道路環境の改善に要する経費 

 

   ・直轄道路事業費負担金（433百万円）【補正後現計 3,126 百万円】〔県土整備部〕 

国が実施する道路整備に要する経費の一部を負担 

 

   ・基幹河川改修事業費（1,656 百万円）【補正後現計 5,091 百万円】〔県土整備部〕 

県管理河川の改修、支障木除去、土砂撤去等に要する経費 

 

   ・河川災害復旧助成事業費（637百万円）【補正後現計 1,657 百万円】〔県土整備部〕 

平成28年台風第 10号により洪水被害があった河川の改修に要する経費 

 

   ・砂防事業費（304百万円）【補正後現計 1,683 百万円】〔県土整備部〕 

土砂災害発生防止のための砂防堰堤等の整備に要する経費 

 

 

通常分 
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   ・災害関連緊急砂防事業費（2,020 百万円）【補正後現計 2,020 百万円】〔県土整備部〕 

令和元年台風第 19 号により発生した土石流等により下流に著しい被害を及ぼす危険性がある地域に

おける対策施設の整備に要する経費 

 

   ・都市計画道路整備事業費（244百万円）【補正後現計 960百万円】〔県土整備部〕 

都市計画に基づく街路整備に要する経費 

 

   ・河川等災害復旧事業費（5,705 百万円）【補正後現計 6,715 百万円】〔県土整備部〕 

平成28年台風第 10号、令和元年台風第19号等により被災した河川、道路等の災害復旧に要する経費 

 

 [新]・直轄港湾災害復旧事業費負担金（367 百万円）〔県土整備部〕 

国が行う直轄港湾災害復旧事業に係る県の負担金 

 

 [新]・高校奨学事業費補助（3百万円）〔教育委員会〕 

令和元年台風第19号で被災したことにより、高等学校等の修学が困難になった生徒に対する奨学金の

貸与に要する経費を補助 

 

 (2) 経済の下振れリスクを乗り越えようとする者への重点支援                

   ・経営体育成支援事業費（402百万円）【補正後現計 527百万円】〔農林水産部〕 

地域の担い手が、農業用機械等を導入する際に補助金を交付し、主体的な経営発展の支援に要する経費 

 

   ・畜産競争力強化整備事業費（1,337 百万円）【補正後現計1,540 百万円】〔農林水産部〕 

畜産クラスター協議会が定める中心的な経営体に対し、施設整備を支援するための経費 

 

   ・経営体育成基盤整備事業費（6,086 百万円）【補正後現計8,682 百万円】〔農林水産部〕 

営農の効率化と低コスト生産、担い手の確保・育成を図るためのほ場整備に要する経費 

 

   ・農地中間管理機構関連農地整備事業費（330百万円）【補正後現計 486百万円】 

〔農林水産部〕 

水田の大区画化などの生産基盤の整備と農地利用集積の一体的な推進に要する経費 

 

 [新]・合板・製材・集成材国際競争力強化・輸出促進対策事業費（間伐・路網）（273百万円） 

〔農林水産部〕 

合板・製材・集成材等の工場に低コストで安定的に原木を供給するための間伐材の生産及び路網整備 

を支援 

 

   ・森林整備事業費補助（249 百万円）【補正後現計882百万円】〔農林水産部〕 

植栽や間伐等に対する間接補助事業の実施に要する経費 
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   ・林道整備事業費（432百万円）【補正後現計 1,913 百万円】〔農林水産部〕 

林業の生産性向上や木材の安定供給を図るための基盤となる林道の整備に要する経費 

 (3) 未来への投資と東京オリンピック・パラリンピック後も見据えた経済活力の維持・向上   

 [新]・県立学校 ICT機器整備事業費（1,428 百万円）〔教育委員会〕 

県立学校の教育の情報化を推進するため、GIGA スクール構想を活用した校内LAN等の整備に要する経費 

２ その他（国の補正予算対応事業以外）  （補正予算額：▲47,455 百万円）              

 [新]・特定被災地域復興支援緊急交付金（74百万円）〔政策地域部〕 

令和元年台風第19号災害に係る復旧・復興事業に多額の費用を要する市町村の早期復興を支援 

 

 [新]・盛岡南公園球技場照明設備整備費補助（38百万円）〔文化スポーツ部〕 

盛岡南公園球技場の照明設備整備に要する費用の一部を補助 

 

   ・自然公園施設整備事業費（78百万円）【補正後現計 148百万円】〔環境生活部〕 

令和元年台風第19号で被災した国立公園の施設整備等に要する経費 

 

   ・地域企業再建支援事業費補助（232百万円）【補正後現計952 百万円】〔商工労働観光部〕 

令和元年台風第19号により被害を受けた中小企業者の施設・設備の復旧等の支援に要する経費を補助 

 

   ・除雪費（1,194 百万円）【補正後現計4,360 百万円】〔県土整備部〕 

県管理道路における除排雪及び路面の凍結防止対策に要する経費 

 

 （補正予算額：11,377 百万円） 

１ 国の補正予算への対応事業  （補正予算額：15,793 百万円）                    

   ・道路環境改善事業費（615 百万円）【補正後現計3,713 百万円】〔県土整備部〕 

復興支援道路等における道路防災対策や橋りょうの耐震化等に要する経費 

 

   ・地域連携道路整備事業費（3,717 百万円）【補正後現計 21,667 百万円】〔県土整備部〕 

復興支援道路等における現道の拡幅、線形の改良、バイパスの建設等の道路整備に要する経費 

 

   ・直轄道路事業費負担金（9,143 百万円）【補正後現計 36,609 百万円】〔県土整備部〕 

国が実施する復興支援道路等の整備に要する経費の一部を負担 

 

   ・直轄港湾事業費負担金（2,271 百万円）【補正後現計 5,028 百万円】〔県土整備部〕 

国が実施する港湾整備に要する経費の一部を負担 

２ 震災分の事業（国の補正予算対応事業以外）  (補正予算額：🔺4,416 百万円)        

・東日本大震災復興交付金基金積立金（9,221 百万円）【補正後現計12,238 百万円】〔復興局〕 

復興交付金の東日本大震災復興交付金基金への積立 

※補正後現計額は、国補正以外分と国補正対応分を合わせた事業費の総額である。 

震災分 




